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1. 2022年3月期第1四半期の業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 948 ― △66 ― △40 ― △40 ―

2021年3月期第1四半期 666 △55.0 △212 ― △142 ― △141 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 △15.77 ―

2021年3月期第1四半期 △55.14 ―

(注) 　「収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号) 等を当第１四半期会計期間の期首から適用しており、2022年３月期第１四半期に係る売上

　　　　高については、当該会計基準等を適用した後の数値となっているため、売上高の対前年同四半期増減率は記載しておりません。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 8,697 2,578 29.6

2021年3月期 8,460 2,641 31.2

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 2,578百万円 2021年3月期 2,641百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― ― ― 5.00 5.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） ― ― 5.00 5.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,890 ― △190 ― △170 ― △170 ― △66.08

通期 4,630 ― 40 ― 55 ― 45 ― 17.49

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

2022年３月期の期首より「収益認識に関する会計基準」　(企業会計基準第29号) 等を適用するため、上記の業績予想は当該会計基準等を適用した後の金額と

なっており、対前期及び対前年同四半期増減率は記載しておりません。



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 2,632,960 株 2021年3月期 2,632,960 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 60,370 株 2021年3月期 60,370 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 2,572,590 株 2021年3月期1Q 2,572,655 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については添付資料３ペー
ジ「1．当四半期決算に関する定性的情報　(3) 業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況

にあるなか、生産・輸出や設備投資等の改善が支えとなり、持ち直しの動きが続いているものの、一部で弱さが増

しております。自動車関連業界においては、半導体供給不足に伴う自動車減産の影響等、本格的に景気が回復する

にはもう少し時間がかかる状況となっております。

当社の売上高に大きな影響を与える株式会社ＳＵＢＡＲＵの世界生産台数は、前年同月比４月が190.6％増、同５

月が312.2％増、同６月が21.3％増と、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた前年同期に比べ増産が続い

ております。

このような経済環境の中で当第１四半期累計期間の売上高は948百万円(前年同期比42.3％増)となりました。

(なお、当社では、当第１四半期会計期間より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月

31日。以下「収益認識会計基準」という。) 等を適用したことにより、売上高は224百万円減少しております。)

損益面につきましては、自動車用部品事業において、昨年度の様な新型コロナウイルス感染症を起因とした操業

の停止等がなくなったものの、半導体供給不足に伴う受注減を主な要因として営業損失は66百万円(前年同期は営業

損失212百万円)となりました。

営業外収益は受取配当金４百万円、受取賃貸料11百万円、助成金収入23百万円等により40百万円、営業外費用は

支払利息12百万円等により15百万円を計上し、経常損失は40百万円(前年同期は経常損失142百万円)となりました。

また、その結果、四半期純損失は40百万円(前年同期は四半期純損失141百万円)となりました。

セグメント別の業績については、次のとおりであります。

①自動車用部品

当セグメントの売上高は、昨年度の様な新型コロナウイルス感染症を起因とした操業の停止等がなくなったこと

から、871百万円(前年同期比46.8％増)となりました。(「収益認識会計基準等」を適用したことにより、売上高は

224百万円減少しております。)

ただし、損益面につきましては、当初の計画で予想した通り、半導体供給不足を主因とした受注減の影響からセ

グメント損失(経常損失)は36百万円(前年同期はセグメント損失(経常損失)146百万円)となりました。

②自社製品

当セグメントの売上高は、77百万円(前年同期比5.8％増)となりました。電子機器製品が新型コロナウイルス感染

症の影響で当社商品を取扱う代理店である商社の時短営業や代理店の店舗への人流減少等により、33百万円減少し

たものの、本年３月に立上げた駐輪事業の受注増加が寄与し、駐輪製品は37百万円(前年同期は「その他」の区分)

増加しました。一方、損益面につきましては、電子機器製品の売上減少等の要因により、セグメント損失(経常損

失)は11百万円(前年同期はセグメント損失(経常損失)３百万円)となりました。

③賃貸不動産

賃貸不動産のセグメント利益(経常利益)は７百万円(前年同期比3.7％増)となりました。なお、収益及び費用は営

業外に計上しています。

④その他

従来「その他」に含まれていた駐輪事業は、当第１四半期会計期間より報告セグメント「自社製品」に含めて記

載する方法に変更しているため、該当ありません。
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（２）財政状態に関する説明

当第１四半期会計期間末における総資産は、前期末比236百万円増加し8,697百万円となりました。

　・資産

流動資産は、現金及び預金が493百万円、その他のうち未収入金が12百万円及び有償支給に係る資産が31百万円増

加し、電子記録債権が102百万円、棚卸資産が51百万円、未収消費税等が61百万円減少したこと等から332百万円増

加し3,163百万円となりました。

固定資産は、建物が19百万円、機械及び装置が17百万円、リース資産が37百万円減少したこと等から有形固定資

産は80百万円減少し4,713百万円となり、また、投資有価証券が13百万円減少したこと等から投資その他の資産は15

百万円減少し815百万円となりました。その結果、固定資産全体では96百万円減少し5,533百万円となりました。

　・負債

流動負債は、支払手形及び買掛金が22百万円、短期借入金が54百万円、その他のうち未払消費税等が31百万円及

び預り金が10百万円増加し、未払金が115百万円、賞与引当金が27百万円減少したこと等から16百万円減少し2,785

百万円となりました。

固定負債は、長期借入金が357百万円増加し、その他のうちリース債務が37百万円減少したこと等から316百万円

増加し3,333百万円となりました。その結果、負債全体では299百万円増加し6,118百万円となりました。

　・純資産

純資産は、利益剰余金が53百万円、その他有価証券評価差額金が９百万円減少したことから63百万円減少し、そ

の結果、純資産額は2,578百万円となりました。これにより自己資本比率は29.6％となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期第２四半期(累計)及び2022年３月期通期業績予想並びに配当予想につきましては、2021年５月14日

に公表いたしました業績予想に変更はございません
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,342,011 1,835,058

受取手形及び売掛金 531,101 541,171

電子記録債権 492,677 390,305

製品 103,326 89,966

仕掛品 30,113 26,905

原材料及び貯蔵品 189,913 154,690

その他 141,640 125,535

貸倒引当金 △260 △140

流動資産合計 2,830,524 3,163,493

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,533,646 1,513,800

構築物（純額） 49,963 48,106

機械及び装置（純額） 463,042 445,878

車両運搬具（純額） 7,482 6,928

工具、器具及び備品（純額） 347,139 343,389

土地 1,657,869 1,657,869

リース資産（純額） 670,663 633,013

建設仮勘定 64,163 64,757

有形固定資産合計 4,793,969 4,713,744

無形固定資産

ソフトウエア 1,051 916

リース資産 4,200 3,840

無形固定資産合計 5,251 4,756

投資その他の資産

投資有価証券 746,244 732,356

その他 87,236 85,192

貸倒引当金 △2,730 △2,360

投資その他の資産合計 830,750 815,188

固定資産合計 5,629,971 5,533,690

資産合計 8,460,496 8,697,183

　



株式会社リード(6982) 2022年３月期 第１四半期決算短信(非連結)

ー5－

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 244,840 267,839

短期借入金 1,569,942 1,624,723

未払金 693,078 577,700

未払法人税等 2,132 2,597

賞与引当金 35,000 8,000

その他 257,193 304,559

流動負債合計 2,802,186 2,785,420

固定負債

長期借入金 1,832,974 2,190,271

退職給付引当金 57,743 59,224

資産除去債務 50,655 50,735

その他 1,075,282 1,033,157

固定負債合計 3,016,655 3,333,389

負債合計 5,818,842 6,118,809

純資産の部

株主資本

資本金 658,240 658,240

資本剰余金 211,245 211,245

利益剰余金 572,046 518,626

自己株式 △31,746 △31,746

株主資本合計 1,409,785 1,356,364

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 258,285 248,425

土地再評価差額金 973,583 973,583

評価・換算差額等合計 1,231,868 1,222,009

純資産合計 2,641,654 2,578,373

負債純資産合計 8,460,496 8,697,183
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 666,826 948,880

売上原価 778,539 881,983

売上総利益又は売上総損失（△） △111,712 66,897

販売費及び一般管理費 100,917 133,026

営業損失（△） △212,629 △66,128

営業外収益

受取利息 53 36

受取配当金 4,489 4,551

受取賃貸料 10,918 11,118

助成金収入 65,780 23,712

その他 3,290 1,547

営業外収益合計 84,530 40,965

営業外費用

支払利息 12,024 12,344

その他 2,847 2,825

営業外費用合計 14,872 15,169

経常損失（△） △142,971 △40,332

特別利益

固定資産売却益 1,471 -

特別利益合計 1,471 -

特別損失

固定資産除却損 240 -

特別損失合計 240 -

税引前四半期純損失（△） △141,739 △40,332

法人税、住民税及び事業税 132 205

法人税等調整額 △4 20

法人税等合計 127 225

四半期純損失（△） △141,867 △40,557
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、有償受給取引に

ついては、従来有償支給元からの支給時に売上原価を計上し、有償支給元への売り戻し時に売上高を計上しており

ましたが、加工代相当額のみを純額で収益として認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は224,440千円減少し、売上原価は224,440千円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、製品が5,842千円、仕掛品が12千円、原材料及び貯蔵品が25,992千円減少

し、その他が31,848千円増加しております。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、

前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第12号 2020年３月31日) 第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間

に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会

計基準第10号 2019年７月４日) 第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。
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